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京都議定書
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パリ協定に沿う日本の脱炭素化
その道筋は不透明

出典：温室効果ガスインベントリーオフィスより筆者作成
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日本の気候政策評価「かなり不十分」
(Climate Transparency, 2018)

日本の気候政策 60カ国中49位
日本の石炭火力政策 G7最下位



出典：気候ネットワーク作成 http://sekitan.jp/

2012年以降の
石炭火力新設計画は50基
（2323.3万kW）

進行中の計画25基
（1499.3万kW）(2019/3/1現在）

日本の脱炭素化への行動
問題視される最大の理由は、今も続く石炭火力の推進
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●運転開始...12（130.0万kW）
●建設中... 15（858.1万kW）
●アセス中/完了...8 (441.2万kW）
●計画中 ... 2（200.0万kW）
●運転中止・廃止...13(703.0万kW)
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パリ協定：歴史的合意の成立石炭火力発電所建設計画の中止発表
(2019年3月1日現在）

年月日 地域 発電所名 企業名／運営会社 容量
（万kW） 状況

2017.1.31 兵庫 赤穂発電所
（現・1・2号機） 関西電力 120

燃料転換計画を中
止

60万kW×2基

2017.3.23 千葉 市原火力発電所
市原火力発電合同会社（関電
エネルギーソリューション、

東燃ゼネラル石油）
100 計画中止

2017.6.15 岩手
大船渡港バイオマス混焼石
炭火力発電所（現・大船渡
バイオマス火力発電所）

前田建設工業株式会社 11.2 計画中止→バイオ
マス発電へ転換

2018.4.27 兵庫 高砂発電所新1・2号機 電源開発 120 計画中止
60万kW×2基

2018.6.1 宮城 （仮称）仙台高松バイオマ
ス発電所／住商 住友商事 11.2 計画中止→バイオ

マス発電を検討
2018.12.27 千葉 （仮）蘇我火力発電所 千葉パワー株式会社（中国電

力・JFEスチール） 107 計画中止→天然ガ
ス発電を検討

2019.1.31 千葉 千葉袖ケ浦火力発電所
1・2号機（仮）

千葉袖ケ浦エナジー（九州電
力、出光興産、東京ガス） 200 計画中止

100万kW×2基
2019.2.28 秋田 秋田バイオマス混焼発電事

業（日本製紙） 日本製紙 11.2 計画中止
時期不明

(公式発表なし) 福島 福島いわき好間火力 エイブルエナジー合同会社 11.2 計画中止
時期不明

(公式発表なし) 福島 相馬中核工業団地内発電所 相馬共同自家発開発合同会社 11.2 計画中止
合計 703
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（万kW）

新規計画の規模はなお膨大
2020年・オリンピック年に石炭ラッシュ！？

大型石炭火力6基が運転開始予定
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出典：気候ネットワークデータ（http://sekitan.jp/）等より平田作成
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パリ協定：歴史的合意の成立
まだ建設に至っていない案件は

必ず中止すべき
地域 発電所名 企業／運営会社 設備容量

（万kW） 運転開始 状況

神奈川 横須賀火力発電所
新１・2号機（仮） JERA 130 2024 アセスメント完了

（65万kW×2基）
秋田 秋田港発電所(仮) 

１・2号機
関電エネルギーソリュー

ション、 丸紅 130 2024.6 アセスメント完了
（65万kW×2基）

山口 西沖の山発電所
（仮）1・２号機

山口宇部パワー株式会社
（電源開発(45％)・宇部

興産(10％)）
※大阪ガス(45％)は撤退

120 2026.4 アセスメント中
（60万kW×2基）

愛媛 西条発電所新1号機 四国電力 50 2023.3 アセスメント中

三重
MC川尻エネルギー

サービス
（名称不明）

MC川尻エネルギーサービ
ス株式会社（三菱商事） 11.2 2019 アセスメント中

宮城 仙台パワーステー
ション 仙台パワーステーション 11.2 2017.10 運転中・

訴訟継続中

兵庫 神戸発電所３・４号
機 コベルコパワー神戸第二 130 2022

建設中・
訴訟継続中

（65万kW×2基）
合計 582.4



Source: Global Coal Finance Tracker

石炭火力の海外公的融資：日中韓がビッグ３

出典：EndCoal Global Coal Finance Tracker

日本の脱炭素化への行動
石炭火力発電技術の海外展開も問題視
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「国連子どもの権利委員会」から
日本政府に厳しい勧告

 「子どもの権利委員会」（※）が、日本政府に対し、気候
変動対策・石炭政策について勧告（2019年2月1日）

(※）国連子どもの権利条約に基づいて設置

• 温室効果ガス排出削減を含む気候政策が、国際協定と整
合するものであることを確保すること

• 政府による他国の石炭火力への公的融資を見直し、持続
可能なエネルギーへ転換することを確保すること

同委員会が、各国政府に対して、子どもの権利保護の観点から、気候変
動・エネルギー政策にここまで踏み込んで政策見直しを勧告したことに
は前例がない。

※気候ネットワークは、同委員会に対しCIEL・GIESCRと共に日本の温室効果ガ
ス削減目標の低さやや石炭火力政策の問題を指摘した文書を提出していた。9



日本に向けられる
厳しい目・批判

日本はこのまま世界
に取り残されるのだ
ろうか…。
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世界51団体
による
意見広告

読売新聞
2019.4.29
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政治家からも厳しい声 ～日本も脱石炭を目指すとき



13石炭火力を特定セクターとして、例外を認めつつ融資の是非を慎重に検討する、という流れ

パリ協定：歴史的合意の成立
最近の日本の金融機関・機関投資家の方針転換

どこまで本気か？
三菱
UFJ FG

三菱 UFJ 銀行と三菱 UFJ 信託銀行は、石炭火力発電の新規与信採り上
げに際し、 OECD 公的輸出信用アレンジメントなどの国際的ガイドライ
ンを参考に、各国・国際的状況を十分に認識した上で、ファイナンスの
可否を慎重に検討

「MUFG 環境・
社会ポリシーフ
レームワーク」
2018.5.15

みずほ
FG

石炭火力発電を資金使途とする与信案件は、同等のエネルギー効率を持
つ実行可能な代替技術と比較しても、経済合理性を踏まえて適切な選択
肢であるか等を検証した上で判断

「責任ある投融
資等の管理態勢
強化について」
2018.6.13

三井住
友銀行

石炭火力電力セクターへの新規融資は国や地域を問わず超々臨界以上の
高効率の案件に融資を限定。新興国等のエネルギー不足解決に貢献でき
る観点から、適用日以前に支援意志表明をしたものや、日本政府・国際
開発機関などの支援が確認できる場合、例外として慎重に対応を検討

「事業別融資方
針の制定および
クレジットポリ
シーの改定につ
いて」2018.6.18

三井住
友信託
銀行

国内外の石炭火力発電事業へのプロジェクトファイナンスには原則新規
融資をしない。ただし、例外的に検討する場合、OECDガイドラインや
プロジェクトの発電効率性能など、より環境負荷を考慮した厳格な取組
基準の下、背景や特性等も総合的に勘案し、慎重に対応

「統合報告書
ディスクロー
ジャー誌 本編」
2018.7.23

第一生
命

海外石炭火力事業へのプロジェクトファイナンスに新規融資しない方針。
国内石炭火力事業は、案件ごとに検討

発表なし（報
道・直接確認)

日本生
命

国内外の石炭火力発電事業へのプロジェクトファイナンスに新規融資し
ない

発表なし（報
道・直接確認）

（作成：平田）



14石炭火力を完全に止める効力はない？

パリ協定：歴史的合意の成立
最近の日本の企業の方針転換

どこまで本気か？
丸紅 ・石炭火力発電事業によるネット発電容量を、2018年度末見通しの

約3GWから2030年までに半減
・新規石炭火力発電事業には原則として取組まない（例外:
BAT（超々臨界圧発電方式）を採用し、かつ日本国政府。案件実施
国の国家政策に合致した案件は取組みを検討する場合あり）
・ネット発電容量で現在の約10％から2023年までに約20％へ拡大

「石炭火力発電事
業及び再生可能エ
ネルギー発電事業
に関する取組み方
針」2018.9.18

三井物
産

・豪州NSW州にて共同で運営するベンガラ・ジョイント・ベン
チャーへの保有権益10%をニューホープ社に約215百万豪ドル（約
180億円）で売却へ
・一般炭は新規資産の積み増しを行わず、保有資産に関しては、売
却推進の可能性について徹底検証を継続的に実施する方針

「豪州ベンガラ炭
鉱の持分売却につ
いて」2018.12.3

三菱商
事

子会社三菱デベロップメント社を通じ権益を保有する2つの一般炭
資産をスイスの資源商社グレンコアなどに総額7億500万豪㌦（約
600億円）で売却へ（売却先に住商も）

「豪州クレアモン
ト炭鉱及びユーラ
ン炭鉱の売却合意
」2018.12.8

伊藤忠 ・新規の石炭火力発電事業の開発および一般炭炭鉱事業から撤退
（オーストラリアで保有する一部の石炭資源権益を売却・原料炭の
開発は継続）
・開発中の石炭火力は継続

「石炭火力発電事
業及び一般炭炭鉱
事業への取組方針
について」
2019.2.14

（作成：平田）
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科学に基づけば、日本もまた、
2030年にフェーズアウトが求められる

出典：Climate Analytics「パリ協定に基づく日本の石炭火力フェーズアウト」 (2018)
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現状のままでは、設備は最大6000万kWに
（廃止を見込まない場合）※日本では明確な廃止計画はない

出典：気候ネットワーク

既存117基＋計画中35基
（古いものでは既に40～60年
稼働しているものもある）
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40年廃止の場合、
2030年時点で既存設備がなお残り、
2050年時点では、新規計画分がなお残る

2030 2050

40年廃止の場合、2026年にピーク、しかし
2050年にもなお2000万kWほどの設備

出典：気候ネットワーク
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気候ネットワーク提案
日本の「石炭火力フェーズアウト計画」

今後の新規建設・運転ゼロ
既存は2019～2030年に順次廃止

2030

出典：気候ネットワーク
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日本の既存・建設
中の石炭火力発電
所の収益性は、

2030年には
再エネと比べ
全て悪化

出典：Carbon Tracker, 2018

日本でも2025年には
石炭火力は再エネよりも高くなる

経済合理性の
喪失

現在の日本の
化石燃料
輸入額は
年約20兆円



20

非公開の懇談会で、石炭火力文言後退！？
なぜ、喫緊の問題に向き合えないのか？
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パリ協定：歴史的合意の成立石炭火力フェーズアウトは必須、そして可能
長期戦略の中核に位置付けるべき

・長期戦略に、「石炭火力フェーズアウト計画」を盛り込み、
それを軸に、2030年の温室効果ガス排出削減目標（26％削
減）を40～50％（90年比）にまで引き上げ、再エネを主軸
（100％へ）とした脱炭素化の道筋を描くべき。

・石炭火力発電のフェーズアウトによる電力供給への影響は、LNG火力
の設備利用率の向上・再エネの導入・省エネの実施により、原発への依
存なくして、緩和できる。

・石炭火力フェーズアウト計画の実現のために、まずは、「ベースロー
ド電源」から「柔軟な需給調整」への基本方針転換からはじめ、再生可
能エネルギーの大量導入への各種政策の見直し・実践が必要。

・海外の石炭火力発電への公的支援を直ちに中止すべき。
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